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下関市の法の下の平等はどこにある 

同一犯の再犯を不受理 弱者への差別 

黒井不法投棄問題は8月7日にジャーナリストの浅野健一氏

の取材を受けて、有意義な交流をすることが出来た。そして

8月11日に山口県公安委員会に金山氏が嘆願書を提出した。

これに対し8月21日、下関署の署員が金山宅を訪れて、「不法

投棄、不動産侵奪」は公訴時効が成立していると口頭通知が

あった。また8月25日、県公安委員会より電話で「金山さんと

下関署が話しをしているからとやかく言える立場ではない」

と嘆願書に応えられない旨を示した。8月27日、金山氏は国

家公安委員会にこの問題での嘆願書を送った。 

 右の表のようにこれまで平成21（2009）年4月2日に小串

署に不法投棄を訴え、二人の署員に現地を見てもらったが、

それ以後は徹底して金山氏の告訴状は拒否され続けた。 

 黒井事件の1年前に犯罪行為を受けた下関市は平成23年6月1

0日に上田某らを告訴し、管轄の長府警察署はそれを受理し

て事情聴取や現地見分も行った。 金山氏が同6月29日、上田

他の告訴状を下関警察署に提出したが不受理、同じ犯罪行為

を受けたことがなぜ不受理なのか。明らかにこれは憲法第14

条の「法の下の平等」に違反した差別そのものであろう。 

金山氏が受けた平成21年4月16日以降の「詐欺による建設

残土等の不法投棄、不動産侵奪」は犯罪であり、その所有地

はもう16年以上、使えなくされてしまった。土壌調査で表面

から深さ50㎝で5か所を掘ると各特定有害物質は基準値未満

だが検出された。長府扇町の不法投棄現場の土壌汚染は地盤

部から基準値を超える特定有害物質が検出されていた。同一

排出場所からの建設残土等なので黒井でも地盤部を調査すれ

ば基準値を超える可能性が高い。 

下関警察署は犯罪被害者の金山氏が何度も告訴状を提出したにもかかわらず不受理にして、公訴時効の

期限が来たから時効だと言っているのだ。下関市職員や警察署員には「公務員の告発義務」が課せられて

いる。この16年間訴え続けた金山氏に対して告発義務を果たさなかった公務員の責任が問われる。「法の

下の平等」を堂々と無視する下関市の犯罪被害者の人権を無視した「差別行政」と言わざるを得ない。 
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これまでの経緯 

平成21（20

09）年4月2

日 

金山、小串署に不法投棄を

訴え、二人の署員に現地を

見てもらった 

同年4月12

日 

小串署を訪れたが玄関払い

にされた。 

平成22年12

月7日 

金山、上田他、関連業者を

下関署に刑事告訴したが不

受理。 

平成23年6

月10日  

下関市、上田らを告訴し、

管轄の長府警察署はそれを

受理して事情聴取や現地見

分も行った。 

平成23年6

月29日 

金山、上田他の告訴状を下

関警察署に提出して不受理 

平成26年2

月 

小串署を訪れて捜査状況を

質問したが納得のいく回答

なし。 

令和7(202

5)年5月22

日 

金山、 上田敏明らによる

不法投棄、不動産侵奪の犯

罪被害者として被害届を下

関署へ提出。署はコピーを

取り「なるべく早く回答す

る」となるも不受理の旨、

金山宅へ来訪、通知。（7/

10） 

令和7年7月

29日 

金山、 下関警察署長宛に

異議申立書を送付。 

令和7年8月

11日 

金山、県公安委員会へ嘆

願書送付 

令和7年8月

21日 

下関署「不法投棄、不動

産侵奪は時効成立」通知 
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朝鮮学校訪問ぐらいすべきだろう県、市職員 補助金等で申し入れ 

8月20日山口県、27日下関市と朝鮮学校補助金、

学校給食、雨漏り、エアコン配備と学校維持のた

め、必要不可欠なことが差別されたままであるこ

とについて改善の申し入れをしたが相変わらずの

姿勢だった。山口県では岩木学事文書課長や私学

振興班の職員が対応した。 

呉栄哲学校教育会副会長（前校長）より「2013

年から県の助成金が受けられなくなった。なぜ本

校が制裁を受けなければならないのか。学事文書

課の管理する県内補助金は47億円である。本校は

多い時で200万円。これをカットされた。額として

は少ないが自分達には大きな影響がある。日本の

子どもには教育を受ける権利があって、在日には

なぜないのか？ 朝鮮学校を訪問した自民党の複

数の下関市議会議員も朝鮮学校には「イの一番に

出すべき」と言っている。改善できないのか、知

恵を出してほしい。」 

徐寿花校長 「他県の動向をふまえ四国では国

際交流金、岡山県は教材費、福岡県は就学補助金

と名目を変えて出ているし、古賀市でも出るよう

になった。「県民の理解を得ていない」は実態と

は違う。「子ども基本法」に従う施策をすべき

だ。」 

女性教師は「なぜ何の罪もない子どもたちが朝

鮮人として生まれて来て差別を受けねばならない

のか。」「これからの未来の主人公は今の子ど

も。今の子どもに平等な平和を見せてあげること

を求めたい」等、切実な学校現場からの声が直接

届けられた。 

これに対して岩木学文課長は「しっかりと聞か

せてもらった。県としてスタンスを変更する状況

になっていない。学校訪問はしない。しっかり話

を聞かしてもらいたい」と。 

しかし、それに対して様々な批判が起きた。学

校訪問について「役所の人が分からないから訪問

が望ましい。学校を準学校法人として県民の理解

が得られるようにするのは行政の役割だ」「全然

できないことではない。予算面では微々たるもの

でも朝鮮学校には大きいことだ。」等と意見が上

がる。「日本は子どもの権利条約を批准している

が第28条には何と書いてあるか」との質問に条文

が読み上げられた。「第28条 １．締約国は、教

育についての児童の権利を認めるものとし、この

権利を漸進的にかつ機会の平等を基礎として達成

するため、特に、a. 初等教育を義務的なものと

し、すべての者に対して無償のものとする。」日

本はこの条約を守らない人権後進国として恥かし

いことだ。憲法、国際法を守るべき公務員として

間違いに気付いてほしい。 

8月27日は下関市に申し入れ。ここでも朝鮮学校

の子どもの教育権をまともに考えない状況を再確

認させられた。国際人権条約を批准しながら、そ

れを無視するこの国の姿勢に付き従う県、市の役

人は客観的には朝鮮学校への差別に加担している

のである。 今日、マスコミの世論誘導の乗り朝鮮

学校を誤解している人が少なくない。現実は在日

コリアン（韓国籍、朝鮮籍、日本国籍）の子ども

たちが学ぶ学校であり、今日では韓国の市民の間

から朝鮮学校を支援の動きが広まっている。山口

県や下関市の姿勢は国際人権規準から大きく遅れ

ている。自民党の市議さんたちのように学校に来

て、そこで実際に子どもたちにふれてその教育環

境を見つめれば、補助金復活は当たり前、とな

る。学校訪問の出来ない公務員というのは、民族

差別に加担していることを自覚すべきだ。 
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